
論 文

スクールソーシャルワーク実践理論の開発

――学級崩壊を経験した親と学校間の仲介理論――
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大阪府教育委員会スクールソーシャルワーカー

� 要約 �
学級崩壊を経験した親と学校間の仲介理論（スクールソーシャルワーク実践理論）を構築し，その検証

を行った．まず，学級崩壊を経験した親を対象にフォーカスグループインタビューを行い，修正版 GTA
により概念を抽出した．そして，抽出した概念を用いて，親一般を対象に質問紙調査を行った．因子分析

により「学校への危機意識」「教師への信頼度」「親の教育参加」「親の学校協力」「親の無力感」「仲介」の

６因子が抽出され，それらを潜在変数とした仮説仲介理論を構築した．次に，仮説仲介理論を検証するた

めに，学級崩壊を経験した親を対象に質問紙調査を行った．共分散構造分析を用いて検証した結果，モデ

ル適合度，潜在変数間の因果係数など，仮説仲介理論の妥当性が確認された．「教師への信頼度」から「学

校への危機意識」，「学校への危機意識」から「親の無力感」，「仲介」から「親の教育参加」などの潜在変

数間に有意な関連が認められた．仲介は親が無力感を感じたときに必要とされることが明らかとなった．

今後は本仲介理論の有効性を検証すると同時に，より具体的な仲介モデルを確立する必要がある．

� Key words：スクールソーシャルワーク，仲介理論，実践理論，学級崩壊，無力感
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１．はじめに

学級崩壊とは「教師の指導を受け入れない」「授

業が始まっても教室内を立ち歩く」「私語が多い」

など，教室の秩序が保てなくなる諸現象を指す

（河村，１９９９；松浦，１９９９；滝，１９９９；尾木，１９９９）．

学級崩壊をソーシャルワークの視点でとらえるに

は，システム理論やエコロジカルな視点で理解す

る必要がある．つまり，学級崩壊をさまざまな環

境システムとの交互作用のなかで生じたものとと

らえ，環境システムをさまざまなレベルから検討

し解決の方向性を探るということである（Allen-

Meares，２０００）．ここで重要なのは，一つの存在

がほかに影響を与える相互作用（interaction）で

はなく，双方向の円環的認識論に基づく交互作用

（transaction）という点である（Germainら，

１９９２）．直線的認識論では，原因が結果を規定す

るととらえ，原因を重視する．しかし，ソーシャ

ルワークでは学級崩壊を円環的認識論によって理

解する．つまり，学級崩壊の問題を単に原因・結

果という枠組みではなく，問題をめぐる環境を視

野に入れて問題の全体像の把握を行うのである．

本研究の仲介理論の開発では，学級崩壊を経験し

た親と学校との交互作用に注目した．

ソーシャルワークの専門性とは，人と環境の接

点で生じる問題の解決にあたって，関係者をエン
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パワーしつつ根気強くマネジメントすること，つ

まり，人と環境のインターフェイス・マネジメン

トである（芝野，２００５）．このインターフェイス

でスクールソーシャルワーカーに求められる重要

な機能のひとつが「仲介」である．本研究で用い

る仲介は，mediationの意味であり「中間に介在

して，当事者双方が主体となって問題解決を行う

のを支援すること」と定義する．mediationを調

停機能と訳すこともあるが，調停という言葉は裁

判などの司法調停というイメージが強い．本研究

の親と学校間の仲介は，両者の意見の食い違いに

どのように介入するかという狭い意味での調停で

はなく，親と学校の両者に働きかけながら協働で

問題解決を行えるように支援をするという広い意

味の仲介である．当事者の主体性の尊重とエンパ

ワーメントはソーシャルワーク実践の核となる重

要な機能であるが，スクールソーシャルワークの

仲介においてももっとも重要な概念である．

芝野（２００２）は，日本の社会福祉がほかの専門

職や利用者に対して実践とその結果を分かりやす

く説明する責任，つまり「アカウンタビリティ」

を怠ってきたことが社会福祉の実践力を弱めてい

るとし，実践理論，実践モデル，実践マニュアル

からなる「実践理論システム」の構築を推奨して

いる．実践理論（practice theory）とは，福祉の

専門施設・機関とそこで働く専門職が，サービス

を求める人に対して，そのニーズを満たすために

「具体的になにができるのか」を示す理論である．

実践理論は，「包括的実践理論」（comprehensive

practice theory）と「限定的実践理論」（specific

practice theory）から構成される．包括的実践理

論は，ソーシャルワーク援助の方向性を示し，幅

広い課題に対応できるもので，ライフモデル，シ

ステム理論，課題中心アプローチなどがその代表

例として挙げることができる．それに対して，限

定的実践理論は対象領域，対象者，対象問題を限

定した実践理論である．限定的実践理論は，包括

的実践理論よりも具体性は高いが，実践モデルや

マニュアルのように実践の手順について詳細に触

れるものではない．実践現場が必要としているの

は，このレベルの実践理論であり，また，その下

位の実践モデル，実践マニュアルである．本研究

で開発を試みた仲介理論は限定的実践理論であり，

抽象的な包括的実践理論と具体的な実践モデルを

つなぐ役割をになう理論である．本論文では，ス

クールソーシャルワーク実践理論（仲介理論）の

開発の経緯と意義について述べる．

２．研究のプロセス

本研究の仲介理論（実践理論）開発のプロセス

を図１に示す．本研究の大きな特徴は，実践（現

場）と理論とをお互いにフィードバックさせなが

ら両者をつなぐ研究である点である．まず，学級

崩壊の経験をインタビュー（質的調査）によって

概念化，理論化し，それを質問紙による調査（質

的調査）に組み入れることで現場の声を反映する

ことが可能となった（調査フェーズ１）．そして，

その結果を基に仮説理論を構築し，検証するため

に質問紙による量的調査（調査フェーズ２）を行

った．近年の欧米のソーシャルワークでは，「エ

ビデンス・ベースト・プラクティス」が注目され，

科学的な調査の結果を日々の実践に反映させるこ

との重要性が唱えられている（芝野，２００４）．

本研究のもう一つの特徴は，質的調査と量的調

査をミックスしたトライアンギュレーションの研

究方法を採用している点である．Flick（１９９５）は，

トライアンギュレーションについて「１つの現象

に対してさまざまな方法，研究者，調査群，空間

的・時間的セッティングあるいは異なった理論的

立場を組み合わせることを意味する」と説明して

いる．この考え方の背景には，質的方法と量的方

法は対立するものでなく，異なる方法を併用する

ことでそれぞれの技法の弱点を補い限界を克服す

るということがある（佐藤，１９９２；Flick，１９９５）．

本研究では，調査フェーズ１の段階で質的調査と

量的調査のトライアンギュレーションを用いて仮

説仲介理論の構築を行い，さらに調査フェーズ２
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では量的アプローチでその検証を行うというスタ

イルをとった．

３．調査フェーズ１：仮説仲介理論の構築を
目的とした調査

３．１．方 法

調査フェーズ１の質的調査では，学級崩壊を経

験した親５人（平均年齢４２．６歳）を対象とした

グループ・インタビューを行い，学級崩壊に対す

る親の対処プロセスに注目し，修正版グラウンデ

ッド・セオリー・アプローチにより質的な分析を

行った（大塚，２００２a；２００８）．

調査フェーズ１の量的調査では，上記の質的調

査の結果に基づき，学校と家庭の関係，両者の仲

介役についての質問８７項目，学級崩壊について

の質問項２３項目，計１１０項目からなる質問紙を

作成し，京阪神地区在住の保護者１２０人（男２人，

女１１８人）から質問紙を収集した（平均年齢４０．２

歳）．学級崩壊の経験者は３１人，未経験者は８９

人であった．

この量的調査は，学級崩壊経験者と未経験者の

認識の違いを把握し，学級崩壊経験者の学校や教

師に対する固有の対処プロセスと認識を浮き彫り

にするために行った（大塚，２００２b；２００８）．ま

た，この量的調査によって，次の調査フェーズ２

で使用する仮説仲介理論の構成概念と質問項目の

絞り込みも行った．

３．２．結 果

学級崩壊を経験した親を対象とした質的調査か

ら５個のカテゴリー，つまり，学校認識カテゴリ

ー，主体性獲得のカテゴリー，親感情カテゴリー，

社会的アプローチカテゴリー，子育て活性化カテ

ゴリーが得られた（図２）．

量的調査では，潜在因子の抽出のために，経験

者，未経験者を含めた１２０人のデータについて因

子分析を行った（ここでは，サンプル数の不足を

補うために，未経験者も含めて分析を行った）．

各項目の平均値，標準偏差，歪度，尖度の計算を

行い，標準偏差が０．８５以下の項目や尖度が２以

上の項目は分布にかたよりがあると判断し，分析

から除外した．採用した３４項目について直交回

転（バリマックス回転）を伴う主因子法による因

図１ スクールソーシャルワーク仲介理論開発のプロセス

プロセス 実践（現場） 方法 理論

「学級崩壊」の経験 先行研究
↓

仮説仲介理論の構築
を目的とした調査
（調査フェーズ１）

経験した保護者の意見 フォーカスグループ
インタビュー ＋
修正版GTA 概念抽出

↓

質問紙による量的調査
修正版GTAによる

概念図
全保護者の意見

仮説仲介理論の構成
概念抽出と構築

「学級崩壊」経験者と
未経験者の意識の差

↓
仮説仲介理論の構築

仮説仲介理論の検証
を目的とした調査
（調査フェーズ２）

質問紙による量的調査
経験した保護者の意見

モデル検証
↓

仲介理論の確立 仲介理論（実践理論）
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学校閉鎖性への疑念�
学校教育への不信�
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の指針�

専門家の活用�

子分析を行った結果，６因子が抽出された（表１）．

６因子は，「学校への危機意識」（因子１），「仲介」

（因子２），「教師への信頼度」（因子３），「親の教

育参加」（因子４），「親の学校協力」（因子５），「親

の無力感」（因子６）と名づけた．

質的調査で抽出されたカテゴリーと量的調査の

因子分析から抽出された潜在変数の関係は表２の

とおりである．「学校への危機意識」（因子１）に

は，質的調査の分析による【学校認識カテゴリー】

の「学校への危機感」「学校の閉鎖性への疑念」の

項目が相当した．「教師への信頼度」（因子３）に

は，【学校認識カテゴリー】の「学校への信頼と

依存」「学校教育への不信」の項目が相当した．

「仲介」（因子２）には【社会的アプローチカテゴ

リー】の項目，「親の教育参加」（因子４）と「親

の学校協力」（因子５）には【主体性獲得カテゴ

リー】の項目，「親の無力感」（因子６）には【親

感情カテゴリー】の項目が相当した．質的調査か

ら抽出された子育て活性化カテゴリーに関しては，

その他のカテゴリーすべてと相互に影響し合って

いることや，本研究の学級崩壊を経験した親を対

象とした限定的な仲介理論を構築するという目的

から，ひとまず除外することにした．その結果，

仮説仲介理論の構成要素に，「学校への危機意識」

「教師への信頼度」「親の教育参加」「親の学校協

力」「親の無力感」の５個の概念とスクールソー

シャルワークの主要な援助方法である「仲介」を

重要な潜在変数として含めることにした．そして，

文献レビューを通して考察を行い，これらの変数

を 用 い て 仮 説 仲 介 理 論 の 構 築 を 試 み た

（Griffith，１９９０；Grossman，１９９９；Hoover-

Dempsey，１９９２；Pennekamp & Freeman，

１９８８；Peterson ら，２０００；Reed ら，２０００；

Scheel & Rieckmann，１９９８；Shepard &

Ross，１９９５；Watkins，１９９７；大塚，２００４；２００８）．

図２ 学級崩壊に対する親の対処プロセス（概念図）
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４．調査フェーズ２：仮説仲介理論の検証を
目的とした調査

４．１．方 法

調査フェーズ２の量的調査では，先行研究や調

査フェーズ１の結果を参考に，学校と家庭の関係，

両者の仲介役についての質問を４６項目，「学級崩

壊」に関する質問の５項目を含めた自己記入式質

問紙を作成した．そして，NPO団体のレクリエ

ーション部に所属する京阪神地区在住の小中学生

表１ 質問紙調査（調査フェーズ１）における探索的因子分析の結果

質問番号は質問紙（大塚，２００６；２００８）の質問番号と同一． 主因子法（バリマックス回転）

質問項目 因子１ 因子２ 因子３ 因子４ 因子５ 因子６

２３．学校は子どものことより対外的な体裁を気にする ０．８５５ ０．１９４ ０．０６９ ０．１１４ ０．０２４ －０．０９３
１７．学校は問題が起きても対応を先送りにする ０．８４６ ０．０６８ ０．０６４ ０．１１０ ０．０２６ ０．０２１
１５．このままでは学校はだめになるという危機感を感じる ０．７９６ ０．０９５ ０．２５３ －０．０１９ ０．１７７ ０．１５４
２５．子どものことでなにか問題が起きても学校からの事実説明が十分

にない
０．７０６ ０．０９２ ０．２０４ ０．１９６ －０．０７２ ０．０３８

４．学校は閉鎖的であると感じる ０．７０２ ０．２０１ ０．１４８ ０．１８２ －０．１２８ ０．０２９
１１．学校は教育というものを真剣に考えていない ０．６９８ －０．０３１ ０．２９５ －０．０４９ ０．０３９ ０．１３６
２７．学校は「学級崩壊」が発生したときにうまく対処できないと思う ０．６６６ ０．１１９ ０．１２０ －０．０９４ －０．００６ ０．１６４
１９．学校がどのようにして意志決定を行っているかよく分からない ０．６６４ ０．１３０ ０．１５９ ０．２２３ －０．０３４ ０．０９３
５５．教育委員会は学校で問題が起きても十分に対応してくれない ０．５９９ ０．００３ ０．２０３ ０．２２６ －０．０５５ ０．０４７
３６．先生は親を協力者だとみなしていない ０．５９５ ０．０２４ ０．３６０ ０．１３４ －０．０９２ ０．２７１
５１．学校は親の意見を取り入れていこうという姿勢がない ０．５８６ ０．０７１ ０．２２０ ０．３６７ －０．１３０ ０．１８４
９．学校では，先生同士の交流がないようだ ０．５７３ ０．０５３ ０．２８０ －０．１１６ －０．０４９ ０．０８９
４０．学校と家庭の間で子どもについての情報交換が十分にできている －０．４９５ －０．００５ －０．２３８ －０．４０６ ０．３１２ －０．１２２
６．「学級崩壊」はどこのクラスで起こっても不思議ではない ０．４８７ ０．２２６ ０．２５７ －０．０９２ ０．２０６ ０．０９０

７７．学校と家庭の間に入って仲介してくれる人には，学校や教育委員
会に対して強い発言権をもつことを期待する

０．１８１ ０．７８４ ０．１１５ ０．０２４ －０．１２９ ０．００１

７３．親の意見を学校側に具体的に取り入れてもらうために，専門家の
力が必要だと思う

０．１２２ ０．６６５ ０．００７ ０．１８９ ０．３１８ ０．１３８

７２．学校と家庭の間に入る仲介者には，親の意見をまとめて代弁して
くれることを期待する

－０．０６０ ０．６２２ －０．１２２ ０．０６８ ０．０２４ ０．１０４

７９．学校と家庭の間に入って仲介してくれる人には，さまざまな情報
網をもっていることを期待する

０．０９８ ０．６１６ ０．０２９ ０．１８４ －０．０２３ ０．０６８

８０．学校との間の問題を解決するためには，権利擁護の機関（川西の
オンブズマンなど）に調整を依頼する

０．１４３ ０．５３６ ０．１３１ ０．０１１ ０．１６２ ０．０４５

７４．学校と家庭の間に入って仲介してくれる人には，学校に対して中
立的な立場であることを期待する

０．１８５ ０．５０８ ０．１３９ ０．２７５ －０．１９７ －０．０８１

２０．担任の先生は子どもを一人の人間として尊重してくれている －０．３７９ －０．０８１ －０．７８１ －０．１００ ０．０９３ －０．０４５
１０．担任の先生のクラス運営の仕方はおかしい ０．４４２ ０．１０７ ０．７２６ ０．０４３ －０．０１２ ０．０４９
３１．担任の先生は授業を工夫して熱心に指導してくれている －０．３８５ －０．０３５ －０．６４９ －０．２４９ ０．０１４ ０．０２５
８．担任の先生は信頼できる －０．３６１ －０．０８１ －０．６４１ －０．１０５ －０．０６８ －０．１６１

４２．学校との交渉の仕方を知っていることは必要である ０．１２２ ０．１５７ －０．０７９ ０．５９２ ０．１４７ ０．２３８
４９．親も学校の意志決定に参加する必要がある ０．０８９ ０．１４０ ０．１１４ ０．４６３ ０．１７０ －０．０８４
５０．学校との話し合いには客観的，中立的な立場の第三者に入っても

らうほうがよい
０．１３６ ０．３３９ ０．２５９ ０．４５４ ０．０８１ －０．０４６

５９．学校との話し合いには，親のなかにリーダーシップをとる人が必
要だ

－０．０２１ ０．３７５ ０．１３４ ０．４４１ －０．０７０ ０．１２４

６５．親は学校の授業や行事の補助者（自主的なボランティア）として
参加する必要がある

－０．０６１ ０．２１９ －０．０４６ ０．０９９ ０．７２７ －０．１２６

５２．一度はPTA役員として学校に協力すべきだと思う －０．０１６ －０．０９５ ０．０１４ ０．０８３ ０．５５０ ０．１１０

６２．学校で問題が起きても親として子どもを守ることができない ０．１６６ ０．１１２ ０．１１６ ０．０２０ ０．０８２ ０．６５８
３５．親自身が学校に対してどのようなかかわり方をしたらよいかよく

分からない
０．３２４ ０．１７８ ０．０２３ ０．１７６ －０．０９１ ０．４７５
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の保護者５６０人をランダムに抽出し，郵送法で調

査票を配布した．同時に機縁法で学級崩壊経験者

を中心に１００人に調査票の郵送配布を行った．有

効回答者は合計２４１人（学級崩壊経験者６３人，

未経験者１７８人）で，今回は分析対象として学級

崩壊経験者６３人のデータのみを採用しモデルに

ついての検証を実施した．対象者は全員女性で，

平均年齢は４１．１歳であった．学級崩壊を経験し

た学年（複数回答可能）は，小学１年生３人，２

年生５人，３年生１３人，４年生９人，５年生２６

人，６年生１９人であった．

４．２．結 果

各質問項目に対する５件法の回答について，

「そう思う」を１点，「少し思う」を２点，「どち

らともいえない」を３点，「あまり思わない」を

４点，「思わない」を５点とする得点化をしたの

ち，各項目の平均値，標準偏差，歪度，尖度の計

算を行い，標準偏差が０．８５以下の項目や尖度が

２以上の項目は分布にかたよりがあると判断し，

分析から除外した．採用した２３項目について直

交回転（バリマックス回転）を伴う重みなしの最

小二乗法による探索的因子分析を行った結果，調

査フェーズ１の結果と同様に６因子が抽出された．

これらの６因子を潜在変数とみなし，それぞれの

因子において０．５以上の負荷量をもつ上位３項目

を観測変数とした（表３）．その結果，「学校への

危機意識」「教師への信頼度」「仲介」には３項目，

「親の教育参加」「親の学校協力」「親の無力感」に

は２項目が観測変数として得られた．最後に，先

行研究と調査フェーズ１の結果から因子間の関係

について仮説仲介理論（実践理論）を構築し，そ

のモデルについて共分散構造分析を用いて検証し

た（図３）．統計的分析には Amos ４．０を使用し

た．モデル全体については，カイ２乗値は８８．０３７

（自由度８２），適合度指標の CFIは０．９８６，RMSEA

は０．０３４であり，モデルとデータはほぼ適合して

おり，サンプル数は少なかったが十分に意味のあ

るデータであると思われた．潜在変数がそれぞれ

の観測変数に与えている影響指数は，図３のとお

り０．５４～０．９４といずれも十分な値を示しており，

潜在変数と観測変数がほぼ適切に対応していると

判断された．

次に潜在変数間の関係を検討すると，「教師へ

の信頼度」から「学校への危機意識」への因果係

数は－０．５０で負の影響を与えていた（p＜０．００１）．

潜在変数間の因果係数は大きいほど因果関係が強

いことを説明している．学級崩壊という問題が生

じたときに，教師への不信感が募るほど学校への

危機感が増すという傾向があることが理解された．

続いて「学校への危機意識」から「親の無力感」

への因果係数は０．４７であり統計的に有意（p＜

０．０５）であったが，「仲介」へは－０．２３で有意な

関係は得られなかった．これによって，危機意識

が高まるほど無力感を感じやすいことが示唆され

た．「学校への危機意識」と「仲介」の関係が負

の相関であるということは，危機感が強くなると

仲介を期待しなくなる傾向があるのではないかと

いうことが推測される．現実問題として学校で問

題が生じたときに対応できる相談機関が不足して

おり，仲介が保護者の意識に上りにくい現実を反

映していると思われる．「親の無力感」から「仲

介」への因果係数は０．３７で正の影響を示してお

り，危機意識よりもむしろ保護者自身の力では改

善できないという不全感，無力感のほうが仲介を

求める傾向があることが示唆された．この「親の

無力感」から「親の学校協力」への因果係数は－

０．２５で負の影響を与えていたが，「親の無力感」

表２ 質的調査と量的調査の概念（カテゴリー）比較

質的調査
（修正版GTAによるカテゴリー）

量的調査
（潜在変数）

学校認識カテゴリー
学校への危機意識（因子１）
教師への信頼度 （因子３）

主体性獲得カテゴリー
親の教育参加 （因子４）
親の学校協力 （因子５）

親感情カテゴリー 親の無力感 （因子６）

社会的アプローチカテゴリー 仲介 （因子２）
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と「親の教育参加」との関係は見いだされなかっ

た．それに対して，「仲介」から「親の学校協力」

への因果係数は０．３６，「親の教育参加」には０．４６

と正の影響を与えていた（p＜０．０１）．このこと

から，学校の対応に無力感を感じた保護者は，さ

らに学校から距離をおく可能性があること，その

ようなときに学校と家庭の「仲介」があれば，保

護者の意思決定の機会を増やし，学校への協力意

識を改善できる可能性があることが確認できた．

表３ 仮説仲介理論を構成する潜在変数と観測変数

X２＝８８．０３７，自由度＝８２，CFI＝０．９８６，RMSEA＝０．０３４
＊p＜０．０５，＊＊p＜０．０１，＊＊＊p＜０．００１

図３ 仮説仲介理論の検証

潜在変数 観測変数

X１ 担任の先生を信頼している
教師への信頼度 X２ 担任の先生は授業を工夫して指導してくれる

X３ 担任の先生は子どもを一人の人間として尊重してくれる

X４ 学校は「学級崩壊」にうまく対処できない
学校への危機意識 X５ このままでは学校はだめになるという危機感を感じる

X６ 学校は閉鎖的である

親の無力感
X７ 学校で問題が起きても親として子どもを守ることができない
X８ 親自身が子どものために学校に対してどうかかわってよいか分からない

X９ 問題が解決されるまで学校と家庭の仲介（具体的な交渉役）をしてくれる
仲介 X１０ 親の心理的なサポートをしてくれる

X１１ 子どもの意見を代弁して学校に伝えてくれる

親の学校協力
X１２ 親は学校ボランティアとして参加する必要がある
X１３ 親はPTA役員として学校に協力する必要がある

親の教育参加
X１４ 親自身が動かなければ学校は変わらないと思う
X１５ 親も学校の運営（学校で起きている問題への対応など）への参加が必要
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５．考 察

仲介理論の開発にあたりもっとも重要視したの

が，当事者のニーズに沿った当事者主体の実践理

論を構築するという点であった．本仲介理論は，

学級崩壊を経験した当事者の親を対象にしたイン

タビュー調査から抽出された概念を基に作成して

いる（調査フェーズ１質的調査）．当事者の視点

を取り入れたこの理論が，同じような経験をした

ほかの親からも支持され，ある程度実証されたと

いうことは，この仮説仲介理論が当事者の状況や

ニーズに沿った理論であることを示唆している

（調査フェーズ１およびフェーズ２の量的調査）．

このように，いったん当事者のニーズに沿った実

践理論が検証され開発されるならば，その実践理

論から実践モデルと実践マニュアルを構築し，改

良と修正を重ねることが可能となる．

本研究は，学校と家庭というメゾシステムのレ

ベルに焦点をあて，学級崩壊を経験した親，当事

者の意識について検討したものである．そこで浮

き彫りになったのは，学級崩壊の背後に存在する

教育課題であった．それは，教育現場の官僚的な

体質と，学校と家庭間に存在する溝の深さであっ

た．とくに，明確になったのは，学級崩壊を経験

した親は，学校に対して危機感をもつだけではな

く，無力感を感じ，学校に対して距離をおく傾向

があることであった．親の学校離れは，不信感，

危機感，無力感という心理プロセスを経て生じる

もので，一方的に突然起きるものではない．教師

の態度への不信感が次に危機感をよぶ．学校の対

応しだいで怒りや失望感などの感情を親に引き起

こすことになると思われるが，親と学校にもっと

も損失を与える感情は無力感である．無力感は，

親が学校を回避することを促進し，親と教師の協

力の機会を失う要因となり，子どもの最善の利益

にはつながらないからである．学校側が親のこの

心理プロセスを理解し対処できるならば，親と学

校の関係の修復が可能となり，子どもの問題の理

解や解決につながる．学級崩壊という危機的場面

に対して学校と家庭が連携し協力するのを妨げて

いるのは，教育現場における学校と家庭のパート

ナーシップの欠如であり，パートナーシップ構築

のための取り組みやシステムの不在であるといえ

る．それゆえに，学級崩壊に対してスクールソー

シャルワークに与えられた課題は，学校と家庭が

しっかりと向き合い協力できるように「仲介」す

ることであり，また未然防止のために，学校と家

庭間のパートナーシップの構築をうながすシステ

ムやプログラムづくりに貢献することである．

親の効力感と学校関与については，従来より実

証研究が行われ，両者の関係性が証明されてきた

が，逆概念の「無力感」についてはほとんど検証

がなされてこなかった．学校が順調に機能してい

るときは，親は効力感をもちつつ学校にかかわる

ことが可能であるが，学級崩壊という危機的な事

態においては効力感に基づくモデルではその事態

を十分に説明することはできない．今回，開発し

た仲介理論は効力感ではなく無力感を採用してお

り，学級崩壊が実際に生じたさいの学校現場に即

したスクールソーシャルワーク実践理論になった

といえる．また，この仲介理論は危機介入的なモ

デルではあるが，検証結果からも明確になったよ

うに，そのポイントは，危機感が生じたときにス

クールソーシャルワークの介入が必要になるので

はなく，学校の対応や教育システムに対する親の

無力感が生じたときに必要になるという点である．

親のコンピテンスが学校で適切に生かされていな

いから無力感を抱くのである．そのような意味か

ら，この仲介理論の目的は，危機介入的なソーシ

ャルワーク実践というよりも，エンパワーメント

志向のソーシャルワーク実践であるといえる．

この仲介理論開発の，スクールソーシャルワー

クにおける意義について述べたい．本研究は，仲

介機能を現場に即した形でモデル化することで，

「仲介」という抽象的なスクールソーシャルワー

クの機能を伝達可能な価値・知識・技術レベルで

具体化した点である．およそ１００年前にアメリカ

で物議をかもしだしたフレックスナー発言の内容
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付記
本論文は，２００６年に提出した関西学院大学に提出
した博士学位論文の一部を再構成したものである．
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The Practice Theory of School Social Work :

The Theory of Mediation between Parents and

School in Case of Classroom Collapse

Miwako Otsuka

School Social Worker, Osaka Prefectural Board of Education

The practice theory of school social work, or the theory of mediation between parents and school in case of
classroom collapse, was constructed and verified using one qualitative and two quantitative researches.

At first, focus group interviews with five parents who had experienced classroom collapse were performed.
Data were analyzed using a modified grounded theory approach. The coping process was found to consist of
five categories, such as recognition of school, establishment of independence, parental feeling, social approach,
activation of child rearing. Next, questionnaires based on these categories were administered to parents who had
experienced classroom collapse and those who had not. The questionnaire consisted of 110 items on the
relationship between home and school. Responses were obtained from 31 parents who had experienced
classroom collapse and 89 parents who had not. All answers were analyzed by factor analysis. Six latent
variables, such as reliance on teachers, sense of crisis, feeling of powerlessness, parent involvement (volunteer
activities), and parent participation (decision-making) and mediation were found. The most important word was
feeling of powerlessness. A hypothesis of mediation was constructed using this conclusion and based on a
literature review.

To verify this hypothesis of mediation, another quantitative research was performed. The questionnaire
consisted of 51 items on the relationship between home and school. Answers were received from 241 parents.
The answers from 63 parents who had experienced classroom collapse were analyzed by factor analysis. Six
latent variables were confirmed similar to a former research. A hypothesis consisting of six latent variables was
tested by structural equation modeling, and then verified statistically. It became clear that mediation was
required when parents had feeling of powerlessness.

The practice theory of mediation between parents and school in case of classroom collapse was established. Its
usefulness should be confirmed in more cases, and the practice model of mediation based on this theory will be
needed to spread in the scene of education and show the role and accountability of school social work.

Key words : school social work, theory of mediation, practice theory, classroom collapse, feeling of powerlessnes
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